


１ 津波防災対策へのＤＯＮＥＴの活用促進 
（文部科学省） 

【提言・提案項目】制度・予算 

 
  津波防災対策への地震・津波観測監視システム（ＤＯＮＥＴ）の活用を図るため、関係研究機関の地方自治体への支援体制の構築 
 およびＤＯＮＥＴの観測監視体制のさらなる充実・強化に向けた財政措置等を講じること。 
 

《現状・課題等》 

○ 本県が実施した南海トラフ地震を想定した地震被害想定調査結果では、津波からの逃げ遅れにより津波死者数が最悪の場合約３万 

７千人に上るとされており、このうち伊勢志摩地域から東紀州地域にかけての県南部地域については太平洋に面し、津波到達時間が

早いことから津波死者数が約２万９千人に達する見込みで、深刻な被害が懸念されています。 

○ しかし同調査結果によると、地震発生直後から全員が避難行動をとることができれば、県南部地域の津波死者数を約７千人に抑え

る等大幅に軽減できるとの想定が示されています。 

○ このため本県では、伊勢志摩サミットの開催を契機に、国立研究開発法人 海洋研究開発機構（JAMSTEC）および国立研究開発法

人 防災科学技術研究所（防災科研）の協力を得て、南海トラフ地震による津波発生の早期検知が可能な「地震・津波観測監視シス

テム（DONET）を活用した津波予測・伝達システム」を令和元（2019）年度から県南部地域の９市町に導入します。これに加え、

本県では、伊勢湾岸地域への導入を図るべく準備を進めています。 

○ このシステムには、緊急速報メール機能（津波の発生を観測すると、対象市町の住民に対して、プッシュ型の緊急速報メールを送

信）および津波の即時予測機能（津波の発生を観測すると、即時に津波高、津波到達時間、浸水範囲等の予測情報を、対象自治体の

パソコンに表示）の２つの機能があります。 

○ DONET が地方の津波避難対策として有効なシステムとなるよう、関係研究機関と本県をはじめとする地方自治体が連携して研

究・実用化へと進めていくための支援体制の構築が求められており、そのための国の支援が必要です。 

○ また、平成 28（2016）年３月および６月に発生した地絡障害により、現在、DONETの観測点の一部について運用を停止していま

すが、DONETの安定的な運用のためには、早急に原因を調査し、改修を行うことが必要です。 

○ さらに、今後も DONET を安定的に継続して運用するための予算とともに、DONET による観測精度の向上や、南海トラフ地震発

生のメカニズム解明等に資するために必要な防災科研における研究開発等の予算について、引き続き国による財政措置が必要です。 

 

 
事 務 担 当  防災対策部防災企画・地域支援課 
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